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おわりに 

 

 草津市では、2014年度から、草津市高齢者福祉計画・草津市介護保険事業計画「草津あ

んしんいきいきプラン」の第6期計画（2015年度～2017年度）の策定に向けて、具体的な

動きが始まる予定である。すでに国の指針で、各自治体において計画を策定する場合は、

長期的な見通しをもって、2025年まで見据えていく必要性について言及されており、草津

市においても、2025年度まで見据えて第6期計画を策定する予定である。 

 また、当計画を含む市の保健・福祉の各種計画を横断的に捉えた草津市地域福祉計画の

第3期計画（2016年度～2020年度）でも策定時には同様の長期的な見通しが必要となる。 

 さらに、医療福祉については、現行の草津市総合計画の第2期基本計画（2013年度～2016

年度）の中では、「長寿・生きがい」、「障害福祉」、「地域福祉」、「健康・保険」の

分野で一部の内容を取り上げているものの、現時点で最重要とされる３つのリーディン

グ・プロジェクト（重点方針）には位置づけていない。次期の第3期基本計画（2017年度

～2020年度）においては、中長期的な視点でもって、医療福祉にかかるテーマを重点分野

として位置づけることを検討する必要がある。 
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参考資料１  草津市の医療福祉のあり方研究会について 

（１） 目的   

中長期的な視点で将来の草津市を予測し、高齢者が質の高い生活を維持していく

ために、どのような医療福祉のあり方が求められているのかを考える。 

（２） 開催日程と内容 

 次頁のとおり 

（３） メンバー 

分野 氏　名 所　属　・　役　職

1 学識経験者 肥塚　浩  （座長）
立命館大学経営学部教授・医療経営センター長
（草津未来研究所　顧問）

2 医療 小山　茂樹
草津栗東医師会 理事
【医師】

3 医療 寺尾　敦史
草津保健所　所長
【医師】

4 福祉 北川　憲司 特定非営利活動法人　地域ケア政策ネットワーク　調査・研究部長

5 福祉 谷口　智恵己
医療法人社団よつば会　よつば訪問看護ステーション　所長
【看護師】

6 福祉 村田　美穂子
NPO法人　宅老所　心　理事長
【介護福祉士】

7 福祉 森本　清美
社会医療法人誠光会　居宅介護支援事業所きらら　所長
【介護支援専門員】

8 行政 米岡　良晃 草津市健康福祉部　理事（健康増進担当）

9 行政 明石　芳夫 草津市健康福祉部　副部長（高齢者担当）

10 行政 小川　薫子
草津市健康福祉部　副部長（地域包括支援センター担当）
兼　地域包括支援センター所長

11 行政 岡本　寿幸 草津市健康福祉部　長寿福祉課　課長

12 行政 中出　高明 草津市健康福祉部　介護保険課　課長

13 行政 西　典子 草津市健康福祉部　健康増進課　課長

事務局

1 田邊　好彦
草津市総合政策部　草津未来研究所　副所長
（総合政策部　副部長）

2 林沼　敏弘
草津市総合政策部　草津未来研究所　主任研究員
（総合政策部　副部長）

3 中村　真 草津市総合政策部　草津未来研究所　専門員

4 坂居　雅史 草津市総合政策部　草津未来研究所　主査
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（４）草津市の医療福祉のあり方に関する研究会 開催実績 

 

  

 

 

 

第 1 回 6 月 19 日（水）15 時から 17 時 （2 階特大会議室エレベーター側） 

 話題提供者：立命館大学経営学部教授 肥塚浩様 

 テーマ：医療・介護政策と介護サービス 

 

第 2 回 7 月 20 日（木）15 時 30 分から 17 時 30 分 （8 階大会議室） 

 話題提供者：草津栗東医師会 小山茂樹様（社会医療法人誠光会草津総合病院）【医師】 

 

第 3 回 8 月 20 日（火）15 時から 17 時 30 分 （2 階特大会議室エレベーター側） 

 話題提供者：NPO 法人 地域ケア政策ネットワーク 調査・研究部長 北川憲司様 

       NPO 法人 宅老所 心 理事長 村田美穂子様【介護福祉士】 

 

第 4 回 9 月 12 日（木）15 時 30 分から 17 時 30 分 （2 階特大会議室エレベーター側） 

 話題提供者：国際医療福祉大学大学院教授 高橋紘士様 

 

第 5 回 10 月 10 日（木）15 時から 17 時 30 分 （8 階大会議室） 

 話題提供者：社会医療法人 誠光会 居宅介護支援事業所きらら 所長 森本清美様【介護支援専門員】 

医療法人社団 よつば会 よつば訪問看護ステーション 谷口智恵己様【看護師】 

 

第 6 回 11 月 28 日（木）15 時 30 分から 17 時 30 分 （8 階大会議室） 

 話題提供者：医療法人敬英会理事長（立命館大学医療経営研究センター客員研究員） 

光山誠様【特養施設・老健施設関係者】 

 

第 7 回 12 月 19 日（木）15 時 30 分から 17 時 30 分 （8 階大会議室） 

 研究会のまとめ、調査研究報告書案の確認 

開催目的：中長期的な視点で将来の草津市を予測し、高齢者の質が高い生活を維持していくために 

どのような医療福祉のあり方が求められているか明らかにする。 

開催方法：各回、一人につき話題提供 40 分（外部から招く場合は 60 分）＋意見交換 

    開催時間は、話題提供者が一人の場合は 2 時間、二人の場合は 2 時間 30 分 

その他：メンバー外の関係者についてもオブザーバーとして出席を認める（参加実績のべ 41 名） 
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参考資料２ 「滋賀の医療福祉に関する県民意識調査報告書」一部抜粋 

 

 

 

出所：滋賀県(2012） 
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参考資料３  滋賀県内の自治体の生産年齢人口と高齢者人口の増減率 

 

 

滋賀県内の自治体の生産年齢人口と高齢者人口の増減率（推計値） 

 

都市名 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
1 大津市 0.0% -3.2% -4.9% -6.2% -8.7% -12.8% -19.1% 0.0% 22.4% 34.3% 40.9% 47.4% 54.1% 64.2%
2 彦根市 0.0% -3.5% -5.9% -7.9% -10.5% -14.5% -20.8% 0.0% 15.1% 24.0% 28.7% 32.8% 37.0% 45.4%
3 長浜市 0.0% -4.6% -7.8% -10.7% -13.9% -18.4% -24.8% 0.0% 10.1% 14.8% 15.7% 15.8% 16.4% 20.5%
4 近江八幡市 0.0% -5.6% -9.2% -10.7% -12.7% -16.0% -21.2% 0.0% 16.7% 25.7% 27.0% 26.5% 26.7% 30.4%
5 草津市 0.0% -0.1% 0.7% 2.8% 3.6% 1.6% -3.3% 0.0% 26.6% 42.1% 48.7% 56.8% 69.3% 88.1%
6 守山市 0.0% -0.7% 0.4% 2.9% 4.2% 3.0% -1.7% 0.0% 25.7% 40.6% 48.3% 56.4% 67.2% 86.7%
7 栗東市 0.0% -0.3% 2.0% 5.4% 7.2% 5.5% 0.1% 0.0% 26.4% 40.4% 46.3% 55.8% 73.3% 101.9%
8 甲賀市 0.0% -6.0% -10.3% -14.4% -18.6% -23.0% -29.4% 0.0% 13.2% 20.5% 23.7% 24.9% 23.5% 26.1%
9 野洲市 0.0% -6.1% -9.0% -10.3% -12.3% -16.1% -22.7% 0.0% 21.0% 30.9% 32.5% 33.2% 35.2% 43.4%

10 湖南市 0.0% -7.1% -12.2% -16.7% -21.0% -26.2% -33.1% 0.0% 29.0% 48.3% 58.4% 63.2% 65.5% 70.7%
11 高島市 0.0% -7.8% -14.7% -20.5% -26.1% -31.5% -37.7% 0.0% 9.8% 14.6% 15.0% 13.5% 10.0% 7.3%
12 東近江市 0.0% -5.9% -10.3% -13.7% -17.4% -22.1% -28.3% 0.0% 14.2% 23.1% 26.5% 28.4% 29.7% 33.2%
13 米原市 0.0% -5.0% -9.2% -13.8% -18.7% -24.0% -29.9% 0.0% 6.9% 10.2% 11.2% 11.6% 11.4% 11.4%
14 日野町 0.0% -5.1% -9.0% -12.0% -15.1% -18.3% -23.4% 0.0% 10.7% 16.3% 18.2% 18.3% 16.6% 17.6%
15 竜王町 0.0% -10.3% -17.7% -22.9% -28.1% -32.6% -38.3% 0.0% 18.6% 31.7% 37.5% 40.2% 36.4% 34.3%
16 愛荘町 0.0% -2.7% -3.3% -2.8% -2.7% -4.7% -8.8% 0.0% 11.9% 18.2% 20.4% 22.1% 26.6% 35.9%
17 豊郷町 0.0% -7.0% -10.5% -12.4% -13.4% -16.2% -21.6% 0.0% 15.7% 23.9% 27.5% 26.5% 27.1% 31.9%
18 甲良町 0.0% -11.5% -19.3% -27.0% -33.5% -39.8% -47.6% 0.0% 7.4% 10.5% 8.4% 3.2% -3.3% -6.1%
19 多賀町 0.0% -10.7% -18.7% -24.6% -29.5% -35.5% -42.3% 0.0% 7.2% 10.0% 7.3% 1.8% -2.4% -5.8%
20 滋賀県 0.0% -4.0% -6.3% -7.9% -10.1% -13.9% -19.8% 0.0% 17.8% 27.6% 31.8% 35.3% 39.1% 47.0%

生産年齢人口　増減率（15-64歳） 高齢者人口　増減率（65歳以上）

出所：国立社会保障・人口問題研究所（2013a）を基に作成 
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参考資料４ 全国の平均寿命と健康寿命の差ランキング（都道府県別・男女別・差の昇順） 

 

※両寿命とも国勢調査がベースとなっているため、最新のデータである 2010 年時点のもので比較した。 

出所：厚生労働省科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」 

と厚生労働省ホームページを基に作成 

平均寿命 健康寿命 差 平均寿命 健康寿命 差
1 秋田 78.22 70.46 7.76 1 群馬 85.91 75.27 10.64
2 茨城 79.09 71.32 7.77 2 栃木 85.66 74.86 10.80
3 愛知 79.71 71.74 7.97 3 静岡 86.22 75.32 10.90
4 鹿児島 79.21 71.14 8.07 4 茨城 85.83 74.62 11.21
5 千葉 79.88 71.62 8.26 5 愛知 86.22 74.93 11.29
6 静岡 79.95 71.68 8.27 6 鹿児島 86.28 74.51 11.77
7 栃木 79.06 70.73 8.33 7 秋田 85.93 73.99 11.94
8 青森 77.28 68.95 8.33 8 福島 86.05 74.09 11.96
9 群馬 79.40 71.07 8.33 9 宮崎 86.61 74.62 11.99

10 山梨 79.54 71.20 8.34 10 青森 85.34 73.34 12.00
11 山口 79.03 70.47 8.56 11 岐阜 86.26 74.15 12.11
12 沖縄 79.40 70.81 8.59 12 沖縄 87.02 74.86 12.16
13 石川 79.71 71.10 8.61 13 山梨 86.65 74.47 12.18
14 宮崎 79.70 71.06 8.64 14 石川 86.75 74.54 12.21
15 和歌山 79.07 70.41 8.66 15 神奈川 86.63 74.36 12.27
16 福島 78.84 69.97 8.87 16 和歌山 85.69 73.41 12.28
17 佐賀 79.28 70.34 8.94 17 山口 86.07 73.71 12.36
18 三重 79.68 70.73 8.95 18 富山 86.75 74.36 12.39
19 埼玉 79.62 70.67 8.95 19 島根 87.07 74.64 12.43
20 鳥取 79.01 70.04 8.97 20 福井 86.94 74.49 12.45
21 岐阜 79.92 70.89 9.03 21 宮城 86.39 73.78 12.61
22 島根 79.51 70.45 9.06 22 岩手 85.86 73.25 12.61
23 富山 79.71 70.63 9.08 23 三重 86.25 73.63 12.62
24 岩手 78.53 69.43 9.10 24 愛媛 86.54 73.89 12.65
25 北海道 79.17 70.03 9.14 25 千葉 86.20 73.53 12.67
26 山形 79.97 70.78 9.19 26 埼玉 85.88 73.07 12.81
27 宮城 79.65 70.40 9.25 27 鳥取 86.08 73.24 12.84
28 神奈川 80.25 70.90 9.35 28 佐賀 86.58 73.64 12.94
29 福井 80.47 71.11 9.36 29 兵庫 86.14 73.09 13.05
30 愛媛 79.13 69.63 9.50 30 山形 86.97 73.87 13.10
31 徳島 79.44 69.90 9.54 31 北海道 86.30 73.19 13.11
32 新潟 79.47 69.91 9.56 32 熊本 86.98 73.84 13.14
33 大阪 78.99 69.39 9.60 33 京都 86.65 73.50 13.15
34 福岡 79.30 69.67 9.63 34 長野 87.18 74.00 13.18
35 兵庫 79.59 69.95 9.64 35 新潟 86.96 73.77 13.19
36 広島 79.91 70.22 9.69 36 長崎 86.30 73.05 13.25
37 長野 80.88 71.17 9.71 37 高知 86.47 73.11 13.36
38 熊本 80.29 70.58 9.71 38 大阪 85.93 72.55 13.38
39 長崎 78.88 69.14 9.74 39 岡山 86.93 73.48 13.45
40 奈良 80.14 70.38 9.76 40 徳島 86.21 72.73 13.48
41 高知 78.91 69.12 9.79 41 東京 86.39 72.88 13.51
42 京都 80.21 70.40 9.81 42 香川 86.34 72.76 13.58
43 東京 79.82 69.99 9.83 43 奈良 86.60 72.93 13.67
44 香川 79.73 69.86 9.87 44 大分 86.91 73.19 13.72
45 滋賀 80.58 70.67 9.91 45 福岡 86.48 72.72 13.76
46 岡山 79.77 69.66 10.11 46 滋賀 86.69 72.37 14.32
47 大分 80.06 69.85 10.21 47 広島 86.94 72.49 14.45

全国 79.59 70.42 9.17 全国 86.35 73.62 12.73

女性
順位 都道府県

男性
順位 都道府県
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参考資料５  医師の偏在と滋賀県内の医師数 

 今、大都市の一部地域を除き、全国各地で医者が不足する事態が相次いでいる。その主な要

因となっているのが、2007年まで20年以上続いた大学医学部の定員削減と2004年から始まっ

た新医師臨床研修制度である。前者により医師の絶対数が少なくなったのに加え、後者により

研修医が2年間の研修先を選択できるようになると、それまで研修医を多く抱えて僻地の医療

機関等へ医師の派遣を行ってきた各大学医局でも人材が不足し、派遣先の医療機関から医師の

引き上げを行うようになった。また、複数の診療科を経験した研修医が研修期間中に厳しいと

感じた診療科を専門分野として選択しなくなったことが現在の診療科の医師の偏在にもつな

がっている。 

 わが国の対10万人の医師数を見てみると、OECD諸国の平均が324人であるのに対し、224.5

人で34カ国中29位となっており、これが医師の数が少ないことを示す一つの根拠となってい

る。また、滋賀県内の対10万人の医師数は206.8人であり、うち湖南圏域の4市（野洲市、

守山市、栗東市、草津市）では212.3人、草津市は200.0人となっていることから、県内平均

を上回るものの、やはり身近なところでも医師が不足している様子が伺える。 

 

 

二次医療圏で見る滋賀県内の医師数 

　　（例）

①湖西圏域

②70(129.1)

③66(121.8)

①圏域名

②医師数(人口10万人対)

③従事医師数(人口10万人対)

①湖北圏域

②306(186.4)

③296(180.3)

①東近江圏域

②333(144.0)

③323(139.7)

①甲賀圏域

②182(125.1)

③173(118.9)

①湖南圏域

②643(212.3)

③611(201.7)

①大津圏域

②1,128(343.7)

③1,055(321.5)

①湖東圏域

②238(156.9)

③224(147.7)

①滋賀県全体

②2,900(206.8)

③2,748(196.0)

出所：厚生労働省「平成21年地域保健医療基礎統計」を基に作成 
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参考資料６  市内法人・事業所・まちづくり協議会へのインタビュー調査 

 

【調査の概要】 

  調査期間：2013年 9月～12月 

  調査方法：インタビュー調査（半構造化インタビュー） 

       あらかじめ調査票を送付し、訪問時に各項目について聞き取りを行った。 

  調査先：草津市内の介護・医療に関する法人・事業所 6箇所 

      草津市内のまちづくり協議会 4箇所 

  調査員：草津未来研究所職員2名 

  調査票：別添のとおり 

 

【調査の結果】 

  １．法人・事業所編 

     調査先：特別養護老人ホームA、老人保健施設B、居宅介護支援事業所C・D、 

小規模多機能型居宅介護事業所E、医療福祉法人F 

     調査結果：別添のとおり 

     

  ２．まちづくり協議会編 

     調査先：まちづくり協議会A･･･介護予防の先行地域 

         まちづくり協議会B･･･地域福祉の先行地域 

         まちづくり協議会C･･･地域協働の先行地域 

         まちづくり協議会D･･･まちづくり協議会の先行地域 

     調査結果：別添のとおり 
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医療福祉のあり方に関するインタビュー調査票（法人・事業所編）  

２０１３年９月 

草津市総合政策部草津未来研究所 

【趣旨】 

草津市内の医療・介護・保健・福祉サービスの提供における現状と課題等を調査することで、医療福祉政策

をより地域の特性にあったものとするため、市内事業者にインタビューを実施するものです。 

※ 医療福祉･･･医療・介護・保健・福祉の有機的な結びつきと連続性の確保によって地域で生活を支える

考え方のこと。 

１．経営理念について 

 貴法人・貴事業所では、どのような理念をもって高齢者に向き合っていますか。 

２．高齢者の生活状況について 

 ①今後、高齢者が増加し、入所希望者がすべて施設に入所できない状況が予測されますが、草津市の高齢者 

の生活の状況について、今後どのように変化していくと思われますか。 

②上記の変化に対応して、貴法人・貴事業所として高齢者からどのようなことを期待されていると思われま 

すか。 

３．地域包括ケアシステムについて 

①草津市の「地域包括ケアシステム」の整備にあたり、次のうち欠けているもの、強化すべきものは何だと

思われますか。（次の項目から重視するものから３つまで順位を付けてお答えください。） 

  

 

 １．医療・看護             ４．生活支援・福祉サービス 

 ２．介護・リハビリテーション      ５．すまいとすまい方 

 ３．保健・予防             ６．その他（        ）    

②上記（３－①）を選択した理由は何ですか。  

４．関係者への期待 

 ①高齢者の増加に対し今後各主体の連携が必要になると思われますが、医療・介護・保 

健・福祉の連携に関し、他者（事業者・草津市等）に期待することは何ですか。 

②医療・介護・保健・福祉の連携に関し、貴法人・貴事業所では何ができると思われますか。 

５．自由意見 

草津市の医療・介護・保健・福祉の連携に関し、ご意見があれば教えてください。 

1位  2位  3位  
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医療福祉のあり方に関するインタビュー調査票（まちづくり協議会編）  

 

２０１３年９月 

草津市総合政策部草津未来研究所 

 

【趣旨】 

草津市内の医療・介護・保健・福祉サービスの提供における現状・課題等を調査することで、医療福祉政策

をより地域の特性にあったものとするため、市内のまちづくり協議会にインタビューを実施するものです。 

※ 医療福祉･･･医療・介護・保健・福祉の有機的な結びつきと連続性の確保によって地域で生活を支え

る考え方のこと。 

 

１．課題認識について 

 貴協議会では、貴地域の高齢者に対し、今後取り組まなければならない課題がありますか。 

 

２．運営方針と組織について 

 貴協議会では、上記の課題に対し、対応する運営方針や組織はありますか。 

 

３．資源ニーズについて 

 現在、貴地域の高齢者に対し、どのような資源が不足していますか。 

  

４．専門機関との連携について 

貴協議会から見て、医療・介護・保健・福祉の専門機関とどのような連携が必要と思われますか。 

 

５．自由意見 

草津市の医療・介護・保健・福祉の連携に関し、ご意見があればお答えください。 
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小規模多機能型居宅介護事業所A 特別養護老人ホームB 介護老人保健施設C 居宅介護支援事業所D 居宅介護支援事業所E 医療法人兼社会福祉法人F

経
営
理
念
に
つ
い
て

1

・なじみの地域で、ほっとできる場所を提
供
・地域の中で、最後までその人らしく暮ら
すことができるように支援
・その人の思いや行動にさりげなく気づ
き、専門的な知識や技術で支援

・高齢者の自主性と尊厳を守り、介護され
る人も、介護する人も、お互いに「優雅なこ
ころ」で接し合うこと。

・高齢者の主体性と自立性を尊重し、残存
機能を使って生きがいのある生活ができ
るように支援
・専門の４職種（医師、看護師、介護支援
専門員、社会福祉士）での総合的な対応
・地域とのつながりを大切にしてきめ細か
な対応

・お客様の立場になって考え、会社に属し
ながら高齢者を自立へ導く。

・法人の理念である「誠心誠意の介護」
「一隅を照らす光の如く、人々に幸せをも
たらす介護」を基本にし、高齢者の「尊厳
の保持」に基づく「自立支援」を柱とし、利
用者の背景や環境に応じ、心身の状況が
改善できるよう、その有する能力に応じた
生活の継続や改善を図り、包括的・継続
的なケアマネジメントの中で、利用者の選
択に資する明確なサービスの情報提供に
より、適切な地域支援や保健・医療・介
護・福祉サービスが提供されるよう支援を
行なうものとする。

・一人でも多くの困っている人を助ける。そ
のために何ができるか考え、それをやりこ
なせる職員をつくる。

2-1

・要支援から要介護の狭間に該当する人
が多くなる。
・現在、サービス付き高齢者専用住宅は
市内でも増加傾向にあるが、入居に月１２
～１３万円程度必要であり、低所得の高
齢者の住む場所が足りなくなる。
・施設の入所基準が厳しくなり、要介護４
以上の人しか新設の施設に入れず、それ
以外の人の行き場がなくなる。

・入所施設だけを増やしても解決につなが
らない。介護専門職の人材不足は深刻で
あり、介護関係の職員になりたいと思える
ような環境づくりが必要である。
・民生委員や近隣住民からの通報が増え
たこともあり、高齢者への虐待の相談が
増えている。虐待には多大な確認作業が
必要であり、仕事量が増える原因となる。
現状では職員の力量にかかっている場合
が多く、システム化しないと無駄が多く、
職員が疲れきってしまう。
・高齢者が在宅で介護を受けることを主流
にしていく必要がある。

・独居世帯が増え、介護が必要な人に必
要なサービスを受けることができなくなる。
・老老介護が増えてくる。
・今までは地域のつながりがあって、地域
の目を気にしながら在宅で頑張ることがで
きた高齢者も、今後は地域のつながりが
薄れてそれができなくなる。

・今は介護サービスが選べる時代で充実
しているが、今後は人的・経済的資源の
限界から介護サービスを選べるほど使え
ないようになり不便になる。
 ・ボランティアの活用や介護予防が今より
もっと注目される。

・マンションや団地の大型開発時に入居し
た世代の人たちが同時期に高齢者とな
り、互助と共助の限界が訪れる。
・介護付きマンションに移り住んでいく。
・同一グループによる高齢者の囲い込み
が起こり、高齢者の実態が見えにくくな
る。
・独居の高齢者や認知症の高齢者が増え
る。
・在宅支援を受ける要件も厳しくなってく
る。
・本来急性期に対応するはずの病院でも
慢性疾患の高齢者の面倒を見ざるを得な
くなってくる。
・経済的に困窮する人が増え、医療や介
護のサービスを受けることを躊躇する人も
増えてくる。

・高齢者の増加に今までの医療や介護で
は対応できなくなってくる。
・いきなり不幸にはならない。メンタル面か
ら徐々に喪失感を感じるようになっていく。
・将来の予測が住民にしっかりした説明が
できていれば大丈夫である。そのために
市として地域に啓発していくことが必要で
ある。
・高齢者にモノを与える発想だけではいけ
ない。成長段階からセルフメディスンの発
想を持つことが必要であり、自分のことは
自分で守っていく形をつくらなければなら
ない。
・みんなで取り組む問題という意識を多く
の人が持てれば、そんなに悲観する必要
はない。お金がないときほど智恵が出るも
のである。
・草津市という狭いエリアで考えるのでは
なく、湖南圏域で問題を考える必要があ
る。
・行政のトップが強いリーダーシップで方
向性を示せば、実務方面では民間病院の
トップが考えてきちんと対応できる。行政
が市立病院を持ったとしても絶対にうまく
いかない。

2-2

・地域の一人暮らしの高齢者を支える機
能と居場所
・地域で助け合いができるような人材の育
成
・生きがいサロンとしての場所の提供
・自分たちも活躍できる役割の提供

・施設の入所枠の拡大
・安心して受けられる介護サービス
・経済的な支援
・困ったときにすぐに力になってもらえると
ころ
　（居宅がある人の入所には契約が必要
であり、その際の診断書の提出など、現
状ではスムーズに対応できない場合もあ
る）

・介護が必要なときにすぐに使える施設
（現在は入所まで約３ヶ月待ち状態）
・入院後、できるだけ早期に退院後のコー
スを決めておくこと（病院で４ヶ月も入院す
る
と家族も楽な生活に慣れてしまい患者が
在宅に戻るのが難しくなることもある。）

・病院やお店への送迎等、地域と連携し
て高齢者の生活を支援していくこと。
・気軽に相談に来れる窓口（相談は高齢
者本人より家族のほうが多い）。

・高齢者に関する情報の集約と発信
・家族形態の多様化に合わせたサービス
の提供
・成年後見制度の活用も含め、一人暮らし
ができるようになるマネジメントの提案
・地域や行政への政策提案

・グループ全体で一人でも多くの高齢者を
支援していくこと。
・重度の要介護高齢者を受け入れること。

3-1 1-3-4 4-3-6 5-3-4 6-4-3 6-3-4 6-6-5

3-2

１について
　　在宅医が少ないため。老年医（総合
医）が少ないため。

３について
　　介護関係の事業所は多くあるが、人材
不足、金儲け企業が増えたため、質が低
下しているため。

４について
　　要介護支援に該当する軽度の高齢者
が使えるサービスが充実していないため。

４について
　　施設は民間でも対応できるはずである
が、町内会活動なども高齢者の生きがい
の場として活用していく必要がある。

３について
　　要介護の高齢者を増やさないために、
市や地域包括支援センターが頑張らなけ
ればならない。保健や予防には、お金で
は解決できない要素がある。

６について
　　つなぐ人のシステム化。市が関わる地
域包括支援センターを中心に、国や県の
資源も活用しながら、困った人たちを解決
につなげることができるしくみが必要であ
る。

５について
　　地域のコミュニティが少なくなった。もう
少し地域でかかわりをもって生きられるよ
うに生活の環境を整える必要がある。

３について
　　ある程度できているが、まだマンパ
ワーが足りない。民間のサービスが少な
い。

４について
　　利用者や支援者は、権利だけでなく義
務も果たさなくてはいけない。

６について
　　意識改革。市民一人ひとりが高齢者に
ついて考え直す機会として啓発や教育が
必要である。

４について
　　障害者の福祉移動サービス等、介護
保険制度で使えないもしくは使いにくい
サービス
がある。今後も生活支援に関する介護保
険サービスは使いにくい方向に向かいそう
なので、家のゴミ捨て等、近所でもできる
ささいなサービスの広がりを求めたい。そ
ういった取組がそれぞれの地域で旗揚げ
されるのが望ましい。

３について
　　窓口に相談に来る時点ですでに症状
が進行している高齢者が多く、もう少し早
い時点で保健指導をしていれば介護を必
要としないケースが多々ある。そういった
ことや介護保険制度、認知症のこと等を小
中学校の教育から取り入れていくことが必
要である。

６について
　　一般市民への現状の周知する必要が
ある。高齢者の現状、今後の動向、介護
保険制度等の情報を提供し、町内会単位
で、みんなでどうすればいいのかを考える
必要がある。

３について
　　生活習慣病を含んだテーマでの若い
世代や中高年に対する啓発を行う必要が
ある。
そうすれば介護の予防となり、健康寿命を
延ばすことができる。

４について
　　現状では利用できる社会資源が少な
い。情報を知れば市民が自らすべきことを
考えて実行するはずである。

６について
　　・パーソンセンターの考え方。国が描く
地域包括ケアシステムの図には「利用
者」が入っていない。真ん中に「利用者」を
もってきた図で考えるほうが頭の整理がつ
きやすい。

６について
　　・意識改革。サービス利用者のセルフ
メディスンの考え方の構築が必要である。

５について
　　・QOLを上げるための介護にも関係す
るが、生活に密着する重要な話である。
　　・サービス付き高齢者専用住宅につい
ては、近年、市内においても質の面でトラ
ブルが相次いでいる。
　　・経営が苦しい中でも訪問看護師を配
置しているので、不必要に呼ばない等、利
用者の協力は欠かせない。

4-1

・分野・業種を超えてネットワークがつな
がってほしい。
・社会福祉協議会がもっとネットワークの
要として機能してほしい。
・まちづくり協議会がもっとネットワークの
要として機能してほしい。
　　例）生きがいデイサービスでの地域通
貨（ポイント）制度等の取り組み

・２４時間定期巡回訪問。現状の訪問介
護では夜間に対応しておらず、トイレ利用
時等で不便が生じる。
・デイサービスの時間の融通性。現行で
は、水商売を行う人等の生活時間に対応
していないこともある。
・病院内の連携室が小規模の医院ともっ
と連携を取り、潤滑油として機能することを
期待
・ケアマネージャーと地域包括支援セン
ターとの連携

・地域のコミュニティを活性化して介護が
必要にならないようにすること
・介護事業者の考え方がそれぞれ異なる
ため、一定の方向性の共有が必要
・利用者が介護サービスの質を見て選べ
る環境下にないため、見える化が必要

・地域包括支援センターはまだ充実してい
ない。家族が精神障害者である場合や、
経済的に生活に困窮している場合や、権
利擁護を必要とする場合等、困難なケー
スも多く、３名の専門職では対応が厳し
い。
・他とつながるパイプが必要なため、地域
包括支援センター等で社会福祉士的な
サービスを増やす必要がある。現状では、
ケアマネージャーたちも自分たちの仕事の
範囲なのかということに迷いがある。
・中央の地域包括支援センターが市内の
地域全体を見渡して、人員が足りないとこ
ろに人員の追加配置を取るようにしてほし
い。
・在宅での生活に関し、医療面で指示を出
せるところが必要である。

・市：一人暮らしができるまちづくり。
　　　　（例えば、在宅サービスを受ける際
の駐車場スペースの確保）
・市：高齢者の残存能力を活かして自立に
つなげる支援のしくみづくり。
（例えば、民間企業に軽トラ等で地域まで
来てもらい、その場からの買い物難民へ
の配達業務）
・学校：子どもの頃からの教育の中で、福
祉や介護、社会保障制度等を教えること。
・医師：職種ごとの役割を尊重し、垣根を
なくしてチームづくりの音頭を取ること。利
用者にもっと目を向けること。
・医療・介護専門職：情報が伝わりきって
いない現状から、情報のネットワーク化と
一元化。

・各事業所が自分たちの事業所のことだ
けを考えていてはいけない。 質の高い研
修をシェアし、職員全体のレベルを上げて
いく必要がある。
・高齢者が在宅に帰っても本人が不幸に
ならないようメンタル面をフォローできる家
族。
・セルフメディスンでは、ターミナル時に一
番の仕事量があるが、そこを専門職ととも
に家族がフォローする。一緒にすることで
家族の満足度も上がる。

4-2

・現状や課題を含めて現場の情報を提供
できる。
・ネットワークの拠点として場所を提供する
ことは可能である。小規模多機能介護事
業所やグループホームのつながりはある
が、分野を越えてそれ以外でのネットワー
クの広がりを求めている。同じことを高齢
者や家族に説明するときにも、医者がいる
と説得力があるので助かる場合がある。

・介護予防に貢献
・制度の整備が整えば、緊急の受入れ先
としての貢献
・夜間１０時ぐらいまでの訪問看護、およ
びデイサービスの提供

・専門職での情報共有を前提としたうえで
の、退所指導やデイサービスを通じての利
用者一人ひとりのカンファレンス
・精神障害者や痴呆症高齢者等の困難
ケースの受入れ

・利用者の生活の背景を理解したうえでの
地域包括支援センター等との顔の見える
関係の構築。
・地域の住民向けに高齢者の初めの相談
窓口としてのアピール。
・認知症キャラバンメイトへの参加

・ケアマネージャーを通じての高齢者の交
通整理すること。
・一人ひとりの利用者をチームとして支え
ること。
・病院からの情報提供を含め、専門職間
の垣根をなくしていくこと。

・現場感覚を大事にしながらリーダーの考
え方をグループに浸透させていく。
・自己の確立、責任のあり方を明確にす
る。
・インテークのところで家族に説明する。
・グループ全体で利用者のバックアップモ
デルをつくる。
・困難ケースの高齢者を積極的に受入れ
る。

自
由
意
見

5
・虐待を受けた高齢者が緊急避難的に入
所できる施設が市内にない。

・生きがい支援は、高齢者に孤独感を感じ
させず介護予防につながる。
・地域活動を活発にすれば、高齢者にも活
躍の場ができ、元気な高齢者が地域で増
える。
・介護職員の社会的地位を向上し、職業と
しての魅力を高めて人材を集める必要が
ある。
・施設の介護職員と病院の看護師の夜勤
手当には大きな開きがあり（７千円と３万
９千円）、介護施設で夜勤をしたいという
職員が少ない。
・制度が変わり、ヘルパーから介護福祉
士になるためには実務者研修などの研修
が必要となったため、向上心があってもお
金の面で断念せざるを得ない職員もいる。

・サービスの平等性に問題がある（介護保
険制度をよく知っている家族はサービスが
使えるが、まずは周知が必要である）
・サービスを過剰気味に使う利用者もお
り、正しいサービスの使い方が望まれる
（現行の制度では指導できない現状があ
る）
・訪問系のサービスのマンパワーが不足
している
　　（利用者の家に行くまでに片道３０分を
要することもあるため、小規模多機能居宅
介護支援事業所は利用者の担当エリアを
明確に区切ったほうがいい）
・認知症の症状の出始めた高齢者に早期
に対応するため、市民への認知症に対す
る教育が必要である
・直接的なサービス以外の指導援助にか
かる介護報酬の点数アップが必要である
　　　（ケア会議だけでも１ケースにつき３０
分から４５分の対応が必要であり、現行制
度ではその労力が十分に報われない）

・市内だけでも地域ごとに違いがあって１
つの方向性を出すのは難しい。そのため、
地域包括支援センターを活用して柔軟に
地域の方向性を考える必要がある。
・住民のコミュニティがつくれるサポートが
必要である。
・認知症について考える人が増えてきた
ので、地域で上手に支えていくことも可能
になってきた。
・認知症であるという医師の診断結果をも
らうための予約が取れない現状があり、専
門医をもっと増やしてほしい。
・サービス付き高齢者専用住宅のあり方を
検証して進めてほしい。利用者の体調が
悪くなった時のルートはどうなっているの
か、囲い込みをして自分たちの資源のな
かで隠ぺいしてしまっているのではない
か。

・医療と介護の連携は、本来双方向であ
るべきであるが、一方通行になりがちであ
る。
・医療や介護の専門職と行政だけでは溝
ができてしまうので、協働を進めていく必
要がある。
・有償ボランティア等、意欲をもった人が役
割を与えられ、責任をもって働ける場が必
要である。
・人の気持ちを大事にする施策を増やして
いく必要である。
・民間と行政がタイアップして、例えば、イ
オンモールの中に相談窓口や健康体操教
室を設けることができれば、要介護１、２
の人のデイサービスも不要になり、健康な
人も増えるのではないか。

・草津市としてくくるのではなく、いいところ
は近隣市とも連携する必要がある。
・IHNの考え方を地域に浸透するように啓
発が必要である。
・医師の間では在宅医療はまだマイナー
であるが、地道にわかる医師を増やしてい
けばメジャーになってくる。
・在宅医療は、始める前の医師が自分の
時間を制限されるのではないかということ
で懸念しているが、実際はほとんど電話で
の問い合わせもなく、現場に行くことが
あったとしても、訪問看護師のほうで９割
方方針が決まっているため、そんなに負
担はない。
・在宅医療のことを視野に置いた病院づく
りが必要であるが、病院と在宅医療での
考え方にはばらつきがあり、まとめるのは
至難の業である。
・行政がリスクの一端を担い、現場の課題
を一緒に解決していける体制がほしい。
・グループの垣根を越えて連携できれば
理想的であるが、診療報酬の割り方や一
生懸命取り組む人とそうでない人がいるこ
とで連携が難しい。結局、主治医制度が
ベターだということになる。
・成功事例を積み重ねて、専門職の意識
を改革し、患者の教育にも努めていく必要
がある。

高
齢
者
の
生
活
状
況
に
つ
い
て

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て

関
係
者
へ
の
期
待

調査結果 （法人・事業所編） 
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① ② ③ ④

1

・地域で仲間と安心して暮らせる環境づ

くりが必要である。→2年前から「ふれあ

いハウス絆」で具体的な取り組みをはじ

めている。

・具体的には、買い物時や通院時の送

迎、いざというときの緊急連絡先の把握

が課題となっている。

・ふれあいサロンを７つ設けているが、高

齢者が家で閉じこもったままにならない

ようにする取り組みが必要である。しか

し、個人情報（人権）の問題が常に引っ

かかる。

・現在、２５町内のうち８町内に老人クラ

ブがあるが、役員になった人の負担が

大きく組織の減少・事業の縮小傾向にあ

る。まち協が、老人クラブの活性化のた

めに何ができるのかが課題となってい

る。

・災害時に高齢者が孤立しないようにす

ること。

・高齢者に健康で長生きしてもらうこと。

・学区内でも地域ごとに高齢化率の幅が

あり、考え方を共有していくのが難しく、

課題となっている。（高齢化率の例：よし

池３７．８％、湖州平３０．１％、ベェル

ヴィ草津１桁台）

・高齢化率が高いところでは、お出かけ

先への送り迎えをどうするかという課題

がある。（３年ぐらい前までは、よし池地

域にある任意グループが高齢者の送り

迎えをしていたが、事故のリスクのことを

考えて解散した経緯がある。）

・自治会組織がない地域もあり、どのよ

うにその地域の情報を把握していくのか

ということが課題である。

・区域の分け方が各種団体と自治会で

異なる地域もあり、住民の一体感が生ま

れにくいところもある。

2

・志津南地区福祉活動計画に基づき運

営している。

・組織上、まちづくり協議会の中の志津

南地区社会福祉協議会で対応してい

る。

・学区社協では、約５年前から「手間隙

かけて近所力」というスローガンを立て、

住民同士が声を掛け合い、地域福祉の

広がり目指している。

・町内会単位で福祉委員を決めており、

全部で地域に６８名いる。１つの町内に

２，３人の福祉委員がおり、一人あたり

約５０世帯を担当している。

・災害時要支援計画をつくることがきっ

かけとなり、生活弱者を地域全体で一人

も見逃さないという取組をしている。具体

的には、民生委員だけに頼ることなく、

子ども会、老人クラブ、障害児支援サー

クルを通じて、本来、市の災害時要支援

者名簿に記載されていない人までも発

見し、名簿に登録してもらうよう市に働き

かけている。

・「華麗社会の実現」というキャッチフ

レーズを掲げ、110歳まで生きられるよう

に取組を行っている。

・まちづくり協議会内の各部会にて対応

している。また、野路町では野路町自主

防災会実行委員会等の自主組織でも対

応している。

・具体的な取組としては、災害たすけあ

いネットワークの構築（平成19年度～）、

救急医療情報キット「命のバトン」（平成

21年度～）、向こう三軒両隣推進運動

（平成23年度～）、玉川ハートプロジェク

ト（平成24年度～）等がある。

・まちづくり協議会のなかに福祉部会を

設けているが、その部会の業務を学区

社協がすべて引き受けるかたちで対応

している。そのため、まちづくり協議会の

会則のうち福祉部会にかかる部分を学

区社協に読み替える規定をつくってい

る。

3

・人、モノ、金、情報のうち、人と情報は

足りているが、モノと金が不足している。

・他人の下の世話をすることを含め、専

門的な知識のない住民が地域で介護を

担えるはずがない。医療も介護も基本

的には専門家が担うべきである。

・７５歳以上の敬老会の名簿だけが地域

に下りてくる情報であり、圧倒的に個人

情報が不足している。

・すべての人のニーズを受入れることは

できないので、寺の活用も含め、住民が

手間隙かけて関係性を作っていくことこ

そが重要である。

・平常時の見守り。一人暮らしの家等、

要援護者の家になかなか行けず、年に1

回程度となっている。

・要支援者が地域内のどこに住んでいる

のかという情報

・かかりつけ医（個人診療所が減少の傾

向にあるため）

調査結果 （まちづくり協議会編） 
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参考資料７  「命のバトン」と「災害時たすけあいネットワーク」にかかる様式 

 

↑「命のバトン」様式 

 

←「命のバトン」シール 
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  ↑「災害たすけあいネットワーク」野路町内会長提出様式 
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↑「災害たすけあいネットワーク」湖南広域行政組合消防本部提出様式 
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参考資料８ 東近江魅
み

知
ち

普請
ぶ し ん

曼荼羅
ま ん だ ら

 

 

出所：あいとうふくしモール提供資料 
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参考資料９ 高齢者住宅・施設等の種類 

 

出所：高橋(2012) 
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参考資料１０  市内の各日常生活圏域における医療福祉資源マップ  

 

 

  
出所：高橋(2012) 
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市民センター 

ケアハウス 

介護療養型医療施設 

介護老人保健施設 

有料老人ホーム 

特別養護老人ホーム 

認知症高齢者グループホーム 

出所：草津未来研究所作成 
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